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アメリカ企業の技術計画活動
と技術戦略
-「フォーチュン」誌ランキング500社の実態一
広田俊郎
l.序
目覚ましい科学技術の進展への対応，流動的な市場変化への対処を迫られ
る中で，各企業は技術力を育成し，それを新製品や新製造プロセスに適用し
ていくことを経営戦略の中心的な方針の一つにせざるを得ないことを認識し
始めてきた。このような技術的対応を体系的に行うため多くの企業が「研究
開発計画の策定にとどまらず，製造技術上，市場開発上の問題解決をも含ん
だ技術の休系的な育成・適用を計画的に行う活動」を意味すると定義しうる
『技術計画活動』に対して真摯な取組を開始しているようである。しかしな
がら，根本的な問題点は，『技術計画活動』に必要な諸活動， 例えば， 技術
予測，キー技術の確定，技術開発目標の作成，種々のプロジェクトの優先順
序づけ，技術ソースの決定（内部開発か外部取得か）， 技術者の動機づけ，
などどれをとってみても不確実性に満ちており計画的対処が困難である一
本研究は，筆者が1983年7月一19糾年8月ハーバード・ビジネス・スクールの客員
研究員，また1984年9月ー 1985年7月 MITスローン・スクールの客員研究員として
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方，他方でそれらはいずれも論理的・整合的な計画的対処を必要としている
ことである。このようにもともと計画しにくいものに対して計画的な対処が
必要とされるところに最大のディレンマが存在すると言えよう。
本論文のねらいは，アメリカ企業がこのディレマンをどのように解決して
いるかを探ることである。筆者はアメリカ企業（『フォーチュン』誌ランキ
(1) 
ング500社）を対象に『技術計画と技術戦略についての質問調査票』を郵送
し， 156社から回答を得た。本論文において，それらの回答から得られたデ
ータをもとにして，アメリカ企業の技術計画活動と技術戦略の実態を解明し
たい。
Il. 文献サーベイ
技術計画に関する論文はいくつか提出されてきたが， AlanR. Fusfeld 
and Francis C. Spital (1980)は種々の技術予測手法を概略し，それらが
TRW, Honeywell, Monsantoなどの大企業においてどのように適用され
ているかに論及した後，技術計画システムを有効に実施するためのカギとな
(2) 
る要因として次のようなものを示した。
(1) 公式的統合メカニズムの存在
(2) 事実の動向の把握と明確な判断の組合せによる溶在的問題の明確化
(3) 技術の変化のスビードに適合した計画の時間幅
(4) トップ・マネジメントのサポート
(5) 競争業者の技術ボジションまでも含んだ幅の広い予測
Matthew J. Liberatore and George J. Titus (1983)は『フォーチュン』
誌ランキング 500社に属するアメリカの製造企業の中から29社を選び，構造
(1) 「フォー チュン」 (TheFORTUNE)に毎年掲載されるアメリカ企業製造業上
位500社のリストを利用した。今回の調査に当たっては， 1985年の April29号を
用いた。一定のサンプルのアメリカ企業を取り上げたいときに最も信頼できるリ
ストとして定評がある。
(2) Alan R. Fusfeld and Francis C. Spital (1980) pp. 156-159. 
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(3) 
化された質問調査票を用意したうえで40人に対してインタビューを行った。
質問調査票は，研究開発の焦点の推移， 研究開発計画の目的， 内容と時間
幅，研究開発計画担当者の戦略計画への参加，研究開発計画の公式的レビュ
ーシステム，研究開発計画が全社的計画，事業部門計画で占める役割などを
含んでいた。結果としては，現行製品の改善から新製品／新製造方法の強調
ヘ研究開発の焦点が移ってきていること，技術計画の時間幅の平均は5年程
度であったが，より長期的な第2'第3の計画が作られてきていること，計
画の様式としてトップダウンが全体の12.5%，ボトムアップが53.1%，相互
作用的と見なされるものが34.4彩であったこと，などが示された。
Claudia M. Christie (1984)は80年代の研究開発のマネジメントのいく
つかの流れを ArthurD. Little社の AmramR. Shapiro氏の見解に触
(4) 
れ，かつ種々の実例に言及しながら論じた。その一つは，研究開発に関して
より上位階層への報告関係が増加し， トップマネジメントが徐々に関与しだ
していること，さらに技術計画と戦略計画とをますます関連づけようとして
いること，そして研究開発の古典的な「基礎研究，応用研究，開発研究」．とい
う分類に代わって，商業化に何年を要するか（短期であるか長期であるか）と
いう分類が主なものとなってきていること，などが示された。また研究者の
発議にもとづく研究であり，研究所や本社の方針から生み出された研究プロ
ジェクトではないような自由裁量型研究(Discretionarytype of Research) 
も一般的になってきたことが示された。すなわち研究者に，一定の時間と資
金とを与えて自由に研究させるようなタイプの研究である。このようなスタ
イルの研究を認めることによって研究者の創造性を引出し得ること，そして
そのような研究が5年後， 10年後には会社へ重大なインパクトを持ち得るか
もしれないという期待のもとに経営者がそのようなタイプの研究を許容しだ
しているのであろう。
技術戦略についても様々な膝論が蓄積され始めてきた。 Modesto A. 
(3) Matthew J. Liberatore and George J. Titus (1983) p. 207-209. 
(4) Claudia M. Christie (1983) p, 34-41参照。
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Maidiq ue and Peter Patch (1982)は技術戦略の基本的な次元として，技術
の選択，専門化と具体化，能力のレベル，技術ソース，研究開発投資，競争
(5) 
的タイミング，研究開発組織の七つをあげた。他方， Christpher Freeman 
はイノベーションを志向した戦略の類型化を試みた。「攻撃型」戦略， 「防
衛型」戦略，「模倣型」ないし「依存型」戦略，「伝統型」戦略ないし「機会
(6) 
主義的」戦略，などの戦略類型を明らかにした。
他方， Edward B. Roberts (1980)や JohnFriar and Mel Horwitch 
(1985)らの MITの研究者は， 企業が技術力を高めていくために実際に採
用する種々の政策オプションに興味を示してきた。 Roberts(1980)は企業
が成長と多角化を達成するために展開してきた様々のペンチャー戦略を取り
あげてそれらをベンチャー・キャピタルの利用から企業内ベンチャーまで，
企業のペンチャー事業への関与の大きさの程度にしたがって配列した。その
中で，近年大企業と小企業とがお互いに自己の保有する資源（大企業の場合
は販売網， 資金力， 小企業の場合は企業家的熱狂， 柔軟性）を組み合わせ
(7) 
る新しいタイプのジョイント・ベンチャーが見られることを示した。これ
は， Edward B. Roberts and Charles Berry (1984)においては戦略的同
(8) 
盟 (Alliance)と表現されている。 JohnFriar and Mel Horwitch (1985) 
は， 1970年代に較ぺると1989年代において，中央研究所の活用，企業内ベン
チャー ， 委託研究， 企業の取得， ライセンス取得， ジョイント・ベンチャ
ー，資本参加，などの方策がよりバラエティに富んだ形で展開され始めてき
(9) 
たことを見出した。
(5) Modesto Maidique and Peter Patch (1982) pp．切5-切6参照。
(6) Christopher Freeman (1983) pp. 169-186参照。
(7) Edward B. Roberts (1980) pp. 71-78参照。
(8) Edward B. Roberts an,d Charles Berry (1984) p.14参照。同時に Inc.
"The Age of Alliances", February 1984参照。
(9) John Friar and Mel Horwitch (1984) pp. 11-17参照。
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JI.研究方法
1. 質問調査票
アメリカ企業の技術計画フ゜ロセスと技術戦略を調査するため，質問調査票
を作成した(p.32〔付録1]参照）。質問調査票を通じて調査しようとしたこと
は次のようなことであった。まず第一に各企業の研究開発休制をめぐって，
各企業の研究所がいくつあるのか，どのようなテーマのもとでそれらが組織
されているのか，研究開発費はどのような水準か，などが問われた。第二に，
技術計画の有無について，第三には，技術計画活動のための組織を持ってい
るかどうかが問われた。第四に，技術計画活動の様式，第五に，技術計画に
もとづく成果・効用がたずねられた。第六に，以上の技術計画の活動の結果
として展開されている技術戦略のオプションについての質問が提出された。
2． 質問調査票送付企業と回答企業
この質問調査票を製造企業 (IndustrialFirms)の売上高の順に500社を
リスト・アップした『フォーチュン』 (Fortune)詰ランキング500社に郵送
し回答を依頼した。送付の際の宛先としては， Researchand Development 
担当の副社長 (VicePresident : VP)ないし CorporateDevelopment担
当の VP,場合によっては CorporateTechnologyないし類似の名称を持
(10) 
った VPの個人名を TheCorporate 1000という本より見出し，それを宛
先とした。以上の職名についての記述を含んでいない企業については社長
(Chief Executive Officer)宛てとした。その結果150社から回答が得ら
れた。
ただし， MIT の Management of Research, Development and 
(10) The Corporate 1000; A directory of Who runs The Top 1000 U. S. Corpo-
rations, March 1985, The Washington Monitor Inc.このリストはアメリ
カ上位企業1,000社をリストしていたが，その中には製造業企業595社が含まれ
ていたので，「フォーチュン」誌ランキング500社のかなりの割合の会社の役職
名， 役員名をカバーすることができた。 カバー出来なかった部分については，
Moody's Industrial Manualを利用した。
6(364) 第 30巻第4• 5号
Technology-Based Innovation と呼ばれる夏期プログラムに参加した 70
人の参加者にも回答を依頼し，この中から『フォーチュン』誌500社に属する
(11) 
企業による回答が8社寄せられた。ただし，そのうちの2社については既に
回答を得ていたので，有効回答には算入せず，回答の信頼性を検討する目的
のため使用することにした。したがって合計156社のデータが利用可能であ
(12) 
った。
w．研究課題
本論文によって明らかにしたい研究課題は次のようなものである。
1. まず第1の研究課題は，アメリカ企業の研究開発体制，技術計画活動，
技術計画活動のための組織，技術計画活動の様式，技術計画活動の成果・
効用，研究開発プロジェクト，技術戦略などについて，質問調査票への回
(13) 
答から得られたデータをもとに記述的統計を提出することである。
2. 次の研究課題は，アメリカ企業の間で，企業規模の差に応じて，どのよ
うな技術計画活動や技術戦略上の差異があるかを明らかにすることであ
(11) また，夏期プログラム参加者からの回答に関してはこれらの 8社以外に「フォ
ーチュン」誌ランキング500社に属さない企業及ぴその他組織8組織から回答が
寄せられ，合計16社から回答が得られた。
(12) 回答者の職位は次のような構成から威っていた。 President6名， SeniorVice 
President 9名， ExecutiveVice President 2名， VicePresident 68名，
Director 38名， GeneralManager 4名， Manager14名， ChiefScientist 2名，
Chief Technical Officer 2名，その他， ExecutiveDirector, Strategic Planning 
Executive, Senior Manager, Research Supervisor, Research Adminis-
trator, Controller, Assistant Vice President, Assistant to Vice President, 
Principal Consultant, Consultant,などが各1名，記入なしが1名の計156名で
あった。
(13) 質問調査票の送付先は「フォーチュン」誌製造業ランキング売上高上位500社
であったが，それを5つのクラスに分け，売上高1位から100位まで， 101位から
200位まで， 201位から300位まで， 301位から400位まで， 401位から 500位までに
分けた。それぞれのクラス毎の回答企業の数は次頁の注の欄におかれた表で示さ
れるようなものであった。
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3. 最後の研究課題は， アメリカ企業の間で， 研究開発集約度の差に応じ
て，技術計画活動や技術戦略にどのような差異があるかを明らかにするこ
とである。
V.結果
1. 『フォーチュン』誌ランキング500社の実態
(1) 研究開発休制
中央研究所とその他研究所
まず最初に，アメリカ企業各社の研究開発体制について検討しよう。中央
研究所（総合研究所）を設置していた企業は156社中107社であった。そのう
ち40社が，中央研究所に関して地理的にも複数の研究施設を持っていた。中
央研究所以外に研究組織を持っていると回答した企業は 128社にのぽった。
中央研究所の有無とそれ以外の研究所の有無とに関してクロス集計したもの
が表1である。
表1 研究開発体制
ぃ研充所その他 あ り
あ り 83 
な し 45 
計 I 128 | 
規模クラス I 回答企業数
1-100位 40 
101-200位 37 
201-300位 27 
301-400位 28 
401-500位 24 
なし
23 
4 I 
27 | 
計
106 
49 
155 
表中の数字は企業の
数を示す。
表からも明らかなように，売上高上位企業
のクラス程回答率が高い。したがって，全体
デークについての記述統計を試みるときに
は，幾分大企業にバイアスがかかったものに
なっているといえよう。
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表1からも明らかなように，中央研究所もその他研究所も保有していない
(14) 
という企業が4社存在した。これらの企業は研究開発を事業活動に必須とは
必ずしも考えていない企業と言えよう。それ以外の企業は何らかの形で研究
所を保有していた。その中で，中央研究所もその他研究所も持つようなクイ
プの企業が83社あり，中央研究所を持つが，それ以外の研究所は持たないと
言うクイプが23社，中央研究所はないが，それ以外の研究所を持つようなタ
イプの企業が45社あった。それぞれのクイプの研究所配置を，表2で示した
ように総合型，集中型，分散型と呼ぶことにした。各企業は，その研究所配
置のクイプに応じて研究開発活動のパクーンを異にするのではないかという
問は興味深い論点を含んでいると思われる。この問を論ずべき課題として残
しておきたい。
表2 様々なタイプの研究体制ぃ研究所その他 ぁ り な し
ぁ り 総合型 集中型
な し 1分散型 l
中央研究所以外の研究組織は多くの場合，製品別に組織されており（製品
別に組織された研究組織が3ヶ所以上あると答えた企業87社）， ついで技術
をめぐって（技術別に組織された研究組織が 3ケ所以上あると答えた企業
42社）， その次に製造技術をめぐって（そのようなタイプの研究組織が3ヶ
所以上あると回答の企業29社）であった。システム技術をめぐって組織され
(14) 自企業に占める研究開発活動の意義は低いということで回答を辞退してきた企
業が2社ほどあった。したがって実際はこの表が示しているより以上の比率でこ
の種の企業が存在するものと思われる。ただし他方では，質問調査票があまりに
も当社の経営にとって重要な内容を含んでいるので回答を辞退したいというケー
スもあったから，回答辞退企業の存在がここでの議論に一方的な影響を与えると
は言えないであろう。
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たものを 3ケ所以上持つものは25社，素材技術をめぐって組織されたものを
3ケ所以上持つものは21社であった。
海外設置研究所
アメリカ企業の研究開発体制をめぐる一つの動向の中に，海外に研究所を
(15) 
設置するという動きがあるのではないかという予測を持って調査した。プロ
ダクト・サイクル・モデルによれば，寡占大企業は当初輸出を志向するが，
表3 海外設置研究所
イ 西 フ 日 力 オ イ ス ペ オ オ イ
1 I ス 合ギ ド ラ ス ク Jレ ラ ス
ナ 卜 イ 卜 ラリ イ ン ラ リ ギ ン
リ リ 工 計
ス ツ ス 本 ダ ア ア ス 1 ダ ア Iレ
化 学|3 | 7 | 4 | 5 | 2 | o | 3 | 1 | 2 | 1 | 1 | 0 1 52
電気機器:|4 | 2 | 1 | 3 | o | 1 | o | o | 1 | 1 | o | 1 | 20 
食 品|311 I 1 1 o 1 31oI o I o 1 1 1 1 1 o o 1 
カ・ラス|ol 1J 21 1 ol ol ol ol 1 ol ol ol 6 
産業機械|21 21 31 ol oi 1 21 ol ol ol 1 ol 26 
測定器具|31 21 ol 1 21 ol 1 ol i o/ o/ ol 10 
自動車|2111i 1 ol 1 ol ol ol 1 ol ol 7 
輝機器|3 | 21 | 32 | oo | o | o | o | o | o | 13
医薬品 I4 | 2 | 4 | 3 | 2 | o 1 | o | o | o | 20
合 計|24| 20 | 17 | 17 1 3 7 | 3 | 6 | 4 | 2 | 1 | 13
表中の数字は研究所の数を示す。合計柵の数字はこの表に示されたもの
以外の研究所を含むもの。
(15)但し，アメリカ企業といっても， Fortune50企業の中には，親会社が多国籍
企業である企業を数多く合み，回答企業の中でも Shell,Seagram, North Ameri_; 
can Philips, American Hoechst, BOC,などと多数存在した。これらの企業は
海外における研究所設置のノウハウを十分蓄積してきた筈であり，これらの企業
が多数のアメリカ企業の海外研究所設置と言う動きとどういう関わり合いを持ち
ながら行動しているかを明らかにすることも興味深い論点である。
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次第に海外直接投資を行い，海外直接生産を行うような推移を見せるとされ
る。そのような傾向の延長線上に，研究開発も海外で行おうとする動向が生
じてきているのではないか，と考えた。結果としては，研究組織を海外に設
置してい・た企業は回答企業15臨中64社にものぼり，それらの企業に限って
言えば平均2.9ヶ所の海外研究所を持っていた。アメリカ企業による海外研
究所の設置場所として最も多く選ばれていたのはイギリスであり24ヶ所，次
いで西ドイツの20ケ所， フランス17ケ所， 日本17ケ所， カナダ11ケ所， ォー
ストー ラリア 3ケ所， イクリー 7ヶ所，ベルギー 6ケ所， スイス 3ケ所， オラ
ンダ4ケ所などであった。
また，産業別に海外研究所の設置の有無，設置先は異なるようであった。
例えば，航空宇宙産業企業については 1社も海外研究所を設置していなかっ
た。•他方，化学，電気機器，産業機器，事務機器などの産業において，多く
の企業が海外研究所を設置していた。基本的には当該産業・技篠・市場に関
して情報密度の高いところに立地しようとする傾向が見いだされる。例え
ば，化学工業企業は西ドイツに立地しようとし，電気機器産業企業はイギリ
ス，日本に立地しようとし，医薬品産業企業はイギリス，フランス，日本，
スイスに立地しようとするというようにである。
研究開発へのインプット
研究開発費／売上高比率，研究開発人員数，研究開発人員数／従業員数な
どの研究開発にたいするインプットについて見ていくことにしよう。研究開
発活動に従事している科学者やエンジニア（Scientistsand engineers)を
研究開発人員と呼ぶことにすれば， それらの研究開発， 人員の数の平均は
1,457人であり，研究開発費／売上高比率の平均は， 3.5彩であった。これら
の数値は産業に依存し，表4のように，いわゆるハイテクの電気機器，医薬
品，航空宇宙，などでは研究開発人員の数の平均がそれぞれ3,753人， 1,177
人， 5,289人であり，研究開発費／売上高比率はそれぞれ8.3彩， 8.2彩， 8.2
彩であった。研究開発人員の数は，研究開発活動の強度のみでなく企業規模
にも依存するが，研究開発費／売上高比率は各産業において研究開発活動の
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占める意義を端的に反映していると考えられるので，それを研究開発集約度
を測定する尺度と見なすことにする。ある産業に属する企業の研究開発費／
売上高比率の平均が5.0％以上のものをハイテク産業， 1.5彩から 5.0彩のも
のを一般産業， 1.5彩以下のものを成熟産業と呼ぶことにしたい。 このよう
な区分を用いて，のちに研究開発集約度の差異に応じて技術計画活動の様式
や内容がどのように異なるかを検討したい。
表4 研究開発の強度（産業毎）
．産 業
1悶空罰界 I灯貫（”|翡贋喜合員／1 N 
航空宇宙 8.2 5,289 7.1 7 
アバレル 0.1 7 0.0 3 
飲 料 0.2 30 0.3 1 
化学工業 3.2 1,423 5.4 22 
電気機器 8.3 3,753 4.0 16 
食 品 0.7 194 1.1 13 
ガ ラ ス 1.8 245 1.1 7 
産業機械 2.3 418 2.1 13 
測定機器 5.4 3,280 4.5 5 
金属加工 1.5 249 0.9 ， 
金属製品 2.0 398 1.7 6 
鉱業・原油 0.6 411 1.4 4 
自 動 車 2.0 4,695 5.6 6 
楽 器 2.0 50 0.9 1 
事務機器 9.6 3,032 7.7 8 
パルプ・紙 1.4 92 1.0 8 
石 油 0.7 1,075 3.0 6 
医 薬 品 8.2 1,177 5.4 8 
出版•印刷 0.7 16 0.1 3 
ゴ ム 1.9 156 1.3 4 
船 舶 1.0 425 1.0 2 
洗 剤 2.0 200 3.5 1 
繊 維 0.5 26 0.3 1 
た ば つ 0.5 1,000 1.5 1 ヽ
平 均
I 
3.5 
I 
1,457 
I 
3.1 | 156 
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表5 研究開発集約度に基づく産業分類
研究開発集約度 1号棗門魯 I 産 業 名
，，、イテク産業 5.0% 航空宇宙，電気機器，測定機器，事務機器，
以上 医薬品
一般産業 l5.0彩 化学工業，ガラス，産業機械，金属加工，1.5彩 自動車，ゴム，洗剤，楽器
成熟産業
1.5% アパレル，飲料，食品，鉄鉱，鉱業，
以下 ．パルプ・紙，石油，船舶，繊維，クバコ
(2) 技術計画活動
技術計画活動 (TechnologyPlanning)と言う用語はわが国ではそれ程ー
般的に用いられてきた訳ではないと思われるが，•アメリカ企業の間ではかな
り一般的に用いられているようであり， 156社の回答例を見ても回答者の役
職の中で TechnologyPlanningを明示的に含むものは， 6例あり， Di-
rector; Technology Planning, Director; Technology Planning and 
Technical Information, Manager; Technology Planning and Markets 
であった。しかしながら，質問調査票はこれらの方宛に郵送されたのではな
く，この6つの例に関して言えば， Sr.VP; Research and Development, 
VP; Research, President, Sr. VP ; Research and Development, VP; 
Technical Research, VP; Technology, などの職位の方宛にまず郵送さ
れたものであった。このような少数の例からも分かるように，アメリカ企業
においても， Researchand Developmentゃ Technologyなどの用語が
広義な活動を示すものとして用いられる一方，それらに関する計画作成を行
うことを技術計画活動 (TechnologyPlanning)と呼んでいると言えよう。
ここでは， 技術計画活動を前述のごとく， 「研究開発計画の策定にとどまら
ず，製造技術上，市場開発上の問題解決をも含んだ技術の体系的な育成・適
用を計画的に行う活動」を意味するものとしたうえで，それが次のような要
素活動を含むと考えた。
1) 経営戦略との関連で重要な重点技術についての技術開発目標の明確化
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2) 技術計画と事業戦略との関係の明確化
3) 重点技術の技術開発における優先順位の明確化
4) 技術予測に基づく将来保有すべき技術リストの作成
5) 内部的技術能力の評価
6) 競争業者の技術力評価
7) 外部技術‘ノースの評価
各社がこれらの項目に対してどの程度従事しているかを， 0＝関与せず，
1＝有用性を認め関与している， 2＝不可欠の活動と認識し深く関与してい
る，というスケールを用いて評価してもらった。各項目についての各スケー
ルの回答数を示したものが表6である。
そこで最も高い重要性が見出されていたのは，技術計画と事業計画との関
係の明確化 (99社が不可欠と認識），自社の内部的技術能力の評価 (76社），
技術開発の優先順位の明確化 (74社）， 重点技術に関する技術開当目標の確
定 (71社）であった。それに対して， 技術予測 (20社）， 競争業者の技術力
評価 (50社）， 外部技術ソースの評価 (38社） などについては比較的少数の
企業が不可欠の活動と見なしていたに過ぎなかった。このような評価の遮い
は何故もたらされたのであろうか。その理由を考えるために，高い評価が与
表6 技箭計画活動の各要素の重要性評価
要 素 活 動 1塁芋畠請喜醤讀合
技術計画と事業戦略との関連づけ 12 44 99 
内部的技術能力の評価 13 66 76 
技術開発目標の明確化 15 70 71 
重点技術間の優先順位づけ 19 62 74 
競争業者の技術力の評価 17 89 50 
外部技術ソースの評価 29 89 38 
技術予技測術をふまえ将を来作保成有すするべきとのリスト こ 60 75 20 
表中の数字は企業の数を示す。
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えられている活動群に共通な点は何か，と考えてみるを見ると，それらは全
体の戦略的方向づけがなされたことを前提としたうえで，技術的側面を特定
化していくものという性質を持っていたことが分かる。他方，評価が低かっ
たグループに共通な点とは，それらが長期的・基盤的な枠組み変化と関連し
た活動要因であったことである。現状においては後者のグループの活動は必
ずしも技術計画活動の枠内で取り扱われうるものではないとみなされたこと
が，それらの各活動項目への評価の低さとなって現われたといえる。
計画グループの設置と技術計画の時間幅
アメリカ企業は，このような要素から成り立っている技術計画活動に関し
て， 31社が常置の計画グループを設置して計画活動に従事しており， 60社が
一時的な計画グループを置き， 55社が上記両者の併設を行っていたことが分
かった。技術計画の時間幅としては，平均5-6年間であり，更新の頻度の
平均は1.25回／年であった。
(3) 技術計画活動のための組織
技術計画担当組織
技術計画活動を公式的に担当する組織単位を持っていたのは 49社であっ
た。その数は比較的少数にとどまっていたと言わざるをえない。このような
組織単位を持っていると回答した組織は，計画グ）レープを常置していると答
えた企業と一致していると予想されたので，それを確かめてみた。その結果
は表3に示すごとくで，予測どうり，計画グループの常置が組織単位の設置
表7 計画グループと計画祖織単位
こクループ 技組術織計単画位 技組術織計単画位設置 未設置
両者の設置 25 30 
常 設 I 20 I 14 
一時的に設置 I 7 I 53 
計 I 51 I 94 
表中の数字は研究
所の数を示す。
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に繋がると言えると思われる。
このような組織単位はアメリカ企業においては， ResearchPlanning and 
Coordination, Research & Applied Technology, Corporate Technology 
Planning, Technology Planning and Assessment, Science & Engineer-
ing, New Technology Development, Technical Liaison and Planning, 
Technology and New Business Development, Strategic Technical 
Planningなどと呼ばれていた。
このような組織単位は比較的少数の従業員によって構成され，このような
組織単位を持つ組織 (50社）に限って言えば，平均15.3人の従業員がこの組
織単位のために働いていた。
技術計画組織の従業員の学歴
技術計画組織で働いている従業員の教育歴は以下のようなものであった。
表8 技術計画組織の従業員の学歴
I理科系 I文科系
博 士 I 2.7 I 0.1 
修 士 I 4.8 I 1.2 
学 士 I 5.6 I 0.6 
表中の数字は従業員の数を示す。
この技術計画組織は，本社に所属している場合 (27社）と中央研究所に所
属している場合 (2ili)とが多く，事業部門に所属しているケースは 3社と
少数であった。技術計画組織が本社にある場合と中央研究所にある場合と
で，技術計画活動の性格や特色が異なってくると思われる。例えば，本社に
技術計画組織がある場合は，技術計画と戦略的経営計画との関係づけを明確
化するような活動が強調されるのに対し，それが中央研究所にある場合は，
第一線の科学技術情報の動きを反映した研究開発分野の決定などが強調され
るであろう。
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外部者の関与
このような技術計画活動を行うにあたって，コンサルクント会社 (37社），
大学研究者 (27社）などの助力を得ていることがわかった。教授，技術専門
家から成る外部政策諮問機関も活用されていたが (18社）， 政府系研究機関
の寄与は非常に少数であった (12社）。 データ・サービス会社の利用も少な
かった (15社）。
(4) 技術計画活動の様式
技術計画活動の様式
技術計画活動をどのような様式にしたがって遂行しているかについて，ま
ずトップダウン，ポトムアップ，相互作用的のいずれかであるについての問
が提出された。その中で，相互作用的と回答したものが113社と圧倒的な割
合を占め， トップダウンと回答したのは16社，ポトムアップと回答したのは
27社であった。このことはトップマネジメントによる方向づけによって展開
されるような技術計画活動が少数例であるのと同様，下部からの提案に基づ
いて展開されるものも少数例であるということを示している。すなわち，様
々のアイディアを統合することを可能にするような反復的な相互作用を通じ
て形成されるようなタイプの技術計画活動が多いといえよう。
回答企業154社中， 71社の社長が理科系的な教育歴を持っていることも分
かった。そのことは相当の比率でエンジニアの経験を持つ社長が存在するこ
表9 技術計画組織の存在の有無と
技術計画活動の様式
＼ 活動様式 あり なし
トップ・ダウン 1 5 I 11 
ポトム・アップ I 10 I 17 
相互作用的 I 42 I 69 
総 数 1 51 I 96 
表中の数字は会社の数を示す。
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とを意味しており，彼らはしばしばトップダウン的な技術開発活動を推進す
ると考えられるが，実際には，それ程トップダウンアプローチが採られてい
なかったということが注目される。
この計画様式と前述の技術計画組織の存在とを関連させると興味深い事実
が判明する。技術計画組織を持っていたと答えた企業の大部分については計
画が相互作用的になされていたということである（表9参照）。このことは，
技術計画組織の存在が計画活動を相互作用的なものにすることに貢献してい
たことを示していると考えられる。
原案の作成
技術計画の原案（基本的なアイディア）については，事業部門長のレペルで
提案されるケースが最も多く (76社），研究所において提案されるケースがそ
れに続いていた(59社）。本社において提案されるケースは少なかった(33社）。
またこのような技術計画が意思決定の基準として最も良く用いられるのは
事業部門長のレベルにおいてであった (76社）。本社レペル (33社），研究所
(39社）においては，技術計画を通じて計画され，検討された内容が必ずし
も，それらの職務に関連して意思決定を行うときの判断材料としては適合し
ないのかも知れない。
技術計画についての最終権限
技術計画についての最終権限がどの階層に属するかについては，会長に属
するケースは13社と少数例ではあるが存在した。社長に属するケースは55社
であった。そして副社長に属する湯合が一番多く55社存在した。また部長の
段階に属するケースは20社と少なかった。
戦略経営計画と技術戦略との関係
一般に，戦略経営計画と技術計画の関係については，戦略経営計画主導型
で，戦略経営計画が技術計画の重点を決定するとするものが66社であり，逆
に技術計画が戦略経営計画の基調を決定するというものは 4社と非常に少な
かった。ただし，両方の関係が成り立っていると回答したものが65社とかな
り多数に達した。
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(5) 技術計画活動の成果・効用
技術計画活動の成果・効用
技術計画活動の結果として「戦略的経営計画と技術開発目標の関係の明確
化」 「複数の技術に関して技術開発目標の明確化」を始めとする12項目に関
して，どの程度の成果・効用を得ているかが問われた。評価のスケールとし
ては， 1＝低成果， 5＝高成果というものを用いたので，評価値が高ければ高
い程，高い成果・効用があったと評価されていたことになる。たとえば，「新
たな研究開発努力の方向づけと選択」に関して最も高い成果と効用が得ら
れたと評価されていたことがわかった。次に「研究開発予算の決定」に関す
る成果・効用も高く評価されていた。さらに「研究所レペルの研究開発プロ
グラムの計画とコントロール」に関する成果・効用も高く評価されていた。
他方， 「国際的研究開発活動の展開の意思決定」については技術計画活動に
よる成果・効用がなかったとされていた。各項目の評価値の平均を示したも
のが表10である。その表からも明らかであり，そして既に技術計画活動への
表10 技術計画活動による成果・効用
技術計画活動による合理化 I平 均 ！ 標準偏差
戦略的関計係画の明と技確術化開発目標の 3.2 1.1 
技術開発目標の明確化 3.1 1.1 
外部技造術と維ソ持ースとの関係の創 3.0 1.1 
シナジー の実現、 3.3 1.0 
複数技術の交流 3.0 1.0 
技術資源の配分 3.0 1.1 
新たな研究開発努力の方向づ 3.6 1.0 け
国際思的研決究定開発活動展開の意 2.2 1.2 
研究所レベルの計画 3.4 1.1 
研究開発予算の決定 3.4 1.1 
研究針者の技術的問題解決の指 2.8 1.1 
研究者考のキャリア形成上の参 2.1 1.0 
表中の数字は
評価点
(1-低成果，
5＝高成果）
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関与の議論でも述べたように，技術計画活動による成果・効用は技術的決定
固有の領域に関するものについて高い評価値が与えられている一方，長期的
な決定や，技術開発の枠組みそのものの変更に関するような決定，例えば，
外部技術‘ノースとの関係の創出と維持， 国際的研究開発活動についての決
定，などについては高い成果・効用が見出されていなかった。また同様に，
研究者・エンジニアの行動への参考という個人レペルでの行動決定について
も十分に役立つものとは見なされていなかった。
技術計画活動に関するそのほかの成果・効用
アメリカ企業各社が技術計画に関して見出している成果・効用を自由に列
挙してもらった。その回答としては次のようなものを含んでいた。
•明確な方向づけ
•事業部（営業）人員と研究開発人員との間のコミュニケーションの改善
•選択肢の拡大
•トップの注意の獲得
・研究開発従事者のモラール
•ビジョンの掘り下げ
(6) 研究開発プロジェクト
プロジェクト・テーマの性格づけ
最初に各社が研究開発プロジェクトの立案・評価・実施を行う場合，どの
ような観点からのプロジェクト・テーマの性格づけを行っているかをチェッ
クしてもらった。その結果は基礎研究，応用研究，開発研究などのサブ項目
を持つ研究種類別区分を行うというものが 113社，新製品の開発，既存製品
の改良，新製造工程の開発などのサブ項目を持つ本社ニーズ別区分を行うと
いうものが 113社，製品志向的研究と非製品志向的研究というサプ項目を持
つ製品志向クイプ別区分を行うというものが109社と多数を占めた。
自由裁量型研究
最近，研究者が自ら提案した研究プロジニクトに，一定額の資金と時間を
与えて，本来の仕事とは別に研究者のしたい研究に従事させるという自由裁
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量型研究の重要性がしばしば強調されてきたが，アメリカのかなりの数の企
業がこの種の研究活動を何らかの形で実施していることが分かった。
すなわち， 24社はこの種の研究活動を全く認めていなかったが， 26社はそ
の種の研究活動が公式な研究スタイルとみなされていないものの実際には存
在しているようであると回答していた。更に80社が公式的に自由裁量型研究
を公認していた。更に， 24社はその種の研究活動を奨励さえしていた。この
数字は日本企業に比較してもかなり高いのではないかと思われる。多くのア
メリカ企業によって，この種の研究管理が研究者の創造性を最大限に引き出
すために不可避なものとみなされ始めてきたと考えられる。
多様な研究開発プロジェクトに伴う問題
また， オープン・エンド型質問において，多様な研究開発フ゜ロジェクトを
運営していくうえでの主要問題としてはどのようなものがあるかをたずね
た。それに対して，次のような回答が示された。
•長期的研究開発と短期的研究開発のバランス
・諸プロジェクトの優先順位づけ
・人員の育成とリクルート
•プロジェクトのスケジュール作成
•各種の研究プログラムについて資金と人員の手当て
•キー技術への取組み方
•新製品への港在的需要の把握
•新製品の商業化の時期
・技術移転
・戦略的焦点を明確にすること
このような回答と，回答会社の置かれた状況との関連を検討することは非
常に興味深いテーマであるが，詳しい議論は別の機会に譲りたい。
(7) 技術戦略
企業が技術力を高めていくために採用する戦略手段に関して，外部の技術
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資源を活用しようとする外部志向技術戦略と企業内部に技術資源を育成しよ
(16) 
うとする内部志向技術戦略とに区分することにした。外部志向技術戦略とし
ては，外部委託研究，技術取得を目的とする企業の取得，など表11に示され
たようなものを考え，過去5年間にアメリカ企業によってそれらの戦略がど
の程度採用されたかを問うた。
表11 アメリカ企業によって採用された技箭戦略
外部志向技術戦略 I 内部志向技術戦略
外部委託研究 121 中央研究所の活用 105 
企業の取得 69 企業内ベンチャー 65 
他社技術のライセンス 107 素材技術の育成 78 
技術開発のための合弁 78 製造設備の自社内開発 101 
政府等主催のプロジェクト 54 欠如技術の特定・育成 82 
大学＝産業研究協力 112 シナジーの実硯と利用 110 
共同研究開発プロジェクト 64 異なる技術の相互交流 97 
他企業へ資本参加 48 顧客からアイディアを得る 74 
外部コンサルクントの利用 123 顧客ニーズの明確化 138 
表中の数字は企業数を示す。
また，内部志向技術戦略としては，中央研究所を通じての諸技術の展開，
企業内ベンチャー，など表11に示されたようなものを考え，過去5年間にア
メリカ企業によってそれらがどの程度採用されたかを問うた。
結果は，表11で示された通り，外部戦略としては，外部委託研究(121社），
外部コンサルタントの利用 (123社），他社技術の特許・ノウハウの導入 (107
社）等が幅広く用いられたことが分かった。内部戦略としては，顧客ニーズ
の明確化と技術の適用 (138社），シナジーの実現と利用 (110社），中央研究
所の活動 (105社），製造設備の自社内開発 (101社）などが幅広く採用された
ことも分かった。
(16) John Friar and Mel Horwitch (1984) pp.11-17参照。
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2. 企業規模と技術計画活動
ここでは技術計画活動の各側面が，アメリカ企業に関して，企業規模に応
じてどのように異なるかを検討したい。規模の指標として考えられるものは
売上高，資産，従業員数などがあるが，ここでは『フォーチュン』詰ランキ
ン9グ順位を利用することにした。『フォーチュン』誌ランキング500社を， 1 
位から1.00位までのクラス， 101位から200位までのクラス， 201位から 300位
までのクラス， 301位から 400位までのクラス， 401位から500位までのクラ
ス，の5クラスに区分した。これらの5つのクラスの企業が種々の側面に関
してどのような差異を持つかをこれから検討しよう。
(1) 研究開発休制
各クラス毎の中央研究所以外のその他の研究所（以下において，「その他研
究所」と呼ぶ）の総数，技術別研究所数，製品別研究所数，製造技術研究所数，素
材技術研究所数，海外設置研究所数，などの平均値が表12に示された。そして，
それらが各クラス間で有意に異なっているかどうかの分散分析を行った。
その他研究所数が 1位ー100位クラスにおいて特別大きいことが顕著であ
り，各クラス間で有意な差が認められた。技術別研究所数も， 1位ー100位
のクラスが大きな値を示した。製品別研究所については，各規模クラス間で
表12 研究開発体制
こ9三認劃開嬰叶尉器叶賢欝應,品|9出宣
1-100 13.9 1.9 2.5 1.2 1.1 1.2 1.7 
101-200 6.7 0.8 2.1 1.1 0.8 0.5 0.7 
201-300 8.0 1.2 2.3 1.0 0.7 0.3 1.7 
301-400 5.2 0.7 1.5 0.8 0.4 0.7 0.7 
401-500 5.6 1.0 2.0 0.9 0.8 0.5 1.0 
F 値 I 3.22••1 4.86!1<*1 2.67* I o.84 I 1.10 I 3.40**1 1. 75 
* P<0.1 ** P<0.05 *** P<0.01 表中の数字はその他研究所，海
外研究所については研究所の数を示す。その他については， 0＝なし， 1=1ケ
所． 2=2ケ所， 3=3ケ所以上，というスケールにもとづくスコアの各クラス毎
の平均を示した。したがって，それは実際の研究所数より小さい値をとる。
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の差異はそれ程大きくないように見えた。その他，システム技術をめぐる研
究所の存在については， 1位から 100位までの企業が他のクラスの企業とは
明確に異なり 1ないし 2個の研究所を持っているという結果が得られた。
(2) 研究開発のインプット
研究者・エンジニア数もやはり 1位ー100位企業のクラスが他のクラスよ
り大きな値を示しており，．研究開発費／売上高比率も 5彩近い高率を示し
表13 研究開発の強度:? 研ン究ジ者・エ 研売究上高開発費／ 研究者従／業員ニア数
（人） 比率（％） 比率（％）
1 -100 4,819 4.9 5.0 
101 - 200 543 2.6 2.3 
201 - 300 380 2.7 2.7 
301 - 400 188 2.8 2.4 
401 - 500. 206 2.8 3.3 
F 値 I 11. 7***1 1.9 3.4*** 
* P <0.1 ** P <0.05 *** P <0.01 
た。また，研究者・エンジニア／従業員比率も 5％と他のクラスとは有意に
異なる高い水準を示した。
このことはいわゆるハイテク産業企業がこの1位ー100位企業のクラスに
(17) 
多く存在するという事実にも影響されているであろう。
(17) 5つの規模クラスと研究開発集約度に基づいた3つの産業区分をクロス集計し
たものが次の表である。 その表からも 1-100位企業には多くハイテク産業企業
が含まれることが見出される。
:分1五” 一般産業 1成熟産業
1-100 18 10 12 
101-200 ， 12 16 
201-300 4 16 7 
301-400 4 13 11 
401-500 4 10 5 
計 I 44 I 61 I 51 
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(3) 技術計画活動の様式
技術計画活動の様式がトップダウン，ボトムアップ，相互作用的のいずれ
であるかに焦点を定めて，その様式が規模クラスの間でどのように異なるか
を調べた。結果は『フォーチュン』誌ランキング500社の中では低位の方の
クラスにトップダウンの様式で技術計画活動が行われる企業が多いことが分
かった。小規模企業の場合にのみ，このようなトップの強いリーダーシップ
が可能になると思われる。反対にボトムアップ方式については，より大規模
な企業に多く見られた。相互作用的方式も同様に，より大規模な企業に多く
見られるという傾向があった（表14参照）。
表14 技術計画活動の様式
~I トップポトム相互作用 Iダウンアップ N 
1-100 3 8 33 40 
101-200 2 95 30 36 
201-300 ゜ 8 17 25 301-400 4 4 19 25 401-500 7 2 15 24 
x2値 I 14.5***1 5.2 | 5.7 | 
表中の数字は企業数を示す。
(4) 技術戦略
アメリカ企業各社が採用する技術戦略の中で，規模毎の採用率の差が統計
的に有意に異なるものは，表15に示されるようなものであった。中でも興味
深いことは， 1位ー100位クラスに属する回答企業40社全部が大学ー産業間協
力を採用してきたと答えた点である。 1位ー100位企業はその他，中央研究
所を通じての技術開発もかなりの高率で実行してきた。また，これらの企業
は共同研究開発などの手段も積極的に用いていた。また，企業内ペンチャー
の形でイノペーションの活性化を図っているのもこの 1位ー100位のクラス
の企業に顕著であったといえる。その他，種々の技術の相互交流についても
このクラスの企業は他のクラスより，高率で実現しようとしていたといえよ
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う。これらの超大企業は大企業の持つ利点を活かしつつ，小企業が持ってい
るような企業家的なダイナミックスさをも注入するため，企業内ペンチャー
や小企業との共同開発を行っていたと言えよう。
表15 規模別技衛戦略
→クラス?？外取得部企業 1な認 I 大プ型ロ研ジ究ェ
チャー クト
大研学究協・産力業1共開発同研究 1資本参加
1ー 100 26 26 22 40 
101-200 16 23 13 25 
201-300 11 8 ， 17 
301一400 7 11 4 12 
401-500 ， 10 6 18 
F 値 | 11.6**1 12.6**1 i4.1***1 28.6＊臼I
~,I中央研究所：舎9チ？―|各誓棗術 i 羹農技術 I
1-100 32 25 29 32 
101-200 26 11 16 23 
201-300 15 13 11 16 
301-400 20 8 15 15 
401-500 12 8 11 11 
F 値 I 8.9**1 12.2臼I10.0* I -s.4** | 
* P<0.1 ** P<0.05 ＊紐 P<0.01
8． 研究開発集約度と技術計画活動および技術戦略
(1) 技術計画活動
25 20 
15 12 
10 ， 
7 4 
7 3 
12.9**1 14.0* 
N 
40 
37 表中の
27 数字は企
28 業数を示
24 す。
ある企業が技術計画活動に関与する場合， 研究開発集約度の差異に応じ
て，具休的にはハイテク産業，一般産業，成熟産業のいずれの場合であるか
に応じて重要とみなす側面が異なると思われる。そのような差異を明確化す
るために技術計画活動の各側面への評価が，ハイテク産業，一般産業，成熟
産業毎にどう異なるかを計算してみた（表16参照）。 ここにおける 3つの産
業区分は前述 (pp.11~12)の区分に基づくものである。結果はハイテク産
業企業が技術計画活動のすべての側面に関して高い重要性を認め，轟い程度
の関与を示していることが分かった。一般に，技術計画活動の枠内では本格
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的に取り上げられることの少ない外部技術ソースの評価も，ハイテク産業企
業に関する限りは，かなり重視されていることがわかった。
研究開発集約度の性格が明確に硯われたのは，戦略遂行の観点から重点技
術とされたものについて技術開発目標を確定することについてである。ハイ
テク産業企業については，これはかなり重要かつ不可欠な活動と見なされて
いるのに対し，一般産業企業では，それ程重視されず，成熟産業企業におい
てもあまり重視されていなかった。当該産業企業の基本技術と関連技術の成
熟度•安定性の差がこのような差異をもたらしたものと思われる。基本技術
と関連技術の不確実性の程度の差異は各産業クイプの間での重点技術のの関
発上の優先順位づけについても同様の差異をももたらしていると思われる。
それに対し技術計画と事業戦略との関係づけという活動は各産業クイプを
通じてかなりの重要性が見出された。特にハイテク産業企業と一般産業企業
がその活動にかなり高い重要性を見出していた。一般産業企業について言え
ば，技術の本来的な不確実性はそれ程高くなくても，技術計画と事業戦略と
の関連には解決すべき問題があり，したがって両者を関連づけることの意義
が高いからと考えられる。そこでこのようにハイテク企業，一般産業企業を
通じてこの側面が高く評価されているものと思われる。
表16 研究開発集約度と技衛計画活動
ミ昌胃嚢翡畠技術計画重点技術技術予測
産業区分
発目標 品請塁 1ぢ塁塁巌に基づく が門嬰術且雰靡喜
づけ 位づけ 対応
，，、イテク 1.64 I 1.70 I 1.61 I 0.98 I 1.30 I 1.61 
一般産業 1.33 I 1.63 I 1.31 I o.66 I 1.os I 1.44 
成熟産業 1.13 I 1.34 I 1.20 I o.63 I o.so I 1.20 
F 値 |~5.59***
* P<0.1 ** P<0.05 *** P<0.01 表中の数字は， 0=関与せず， 1＝有
．用性を萬め関与， 2＝不可欠と隠め関与というスケールによったもの。
(2) 技術計画活動の活動様式
技術計画活動の活動様式が研究開発集約度の差異によってどのように異な
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るかが調べられた。その結果ハイテク産業企業においては相互作用的なクイ
プのものが多いということが分かった。 （表17参照）ハイテク産業企業にお
ける取り組むべき技術計画活動の課題の多面性，技術の不確実性等が技術開
発過程の多面的かつ高い頻度での調整を要求しており，そのため相互作用的
なプロセスが展開されることになると考えられる。 トップダウン的に技術計
画活動を行っている企業に限って言えば，その・中に成熟産業企業が多いのは
そのような企業の直面している技術課題の不確実性の程度の低さによって説
明され得ると思われる。
(3) 技術戦略
表17 研究開発集約度と技術計画活動の活動様式
産:業区-分： トップ ボトム 相互作用的ダウン アップ
ハイテク 3 5 
一般産業 6 13 
成熟産業 7 ， 
X2値 I 1.38 I 1.96 I 
* P<0.1 ** P<0.05 *** P<0.01 
表中の数字は会社の数を示す。
39 
41 
34 
7.33** 
以上のような研究開発集約度の差にもとづく技術計画活動の課題と技術計
画活動の様式の相遮を受けて，研究開発集約度毎に採用される技術戦略は異
なるであろうか。一般に，技術戦略は技術開発上のニーズに従う。まえに，
ハイテク産業企業が不可欠と感じている技術計画活動の要素の数が，一般産
業企業，成熟産業企業のそれよりも多いことを見出した。すなわち，ハイテ
ク産業企業は技術開発目標を明確化し，重点技術の技術開発上の優先順位を
決め，外部技術‘ノースを評価しなければいけない。このように多様な技術計
画活動は多様な技術開発上のニーズを反映しており，それは，技術戦略の多
様性の増大を招かざるを得ない。 Friarand Horwitch (1984)が硯象とし
て指摘した技術戦略の多様化は，このような技術開発上のニーズの多様化を
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背後に持っていたというべきである。
技術戦略が多様性を増すと言っても，ハイテク産業企業において特に感じ
られた技術開発上のニーズを満たす技術戦略オプションの採用比率が増大す
るであろう。たとえば，技術開発目標の決定や，外部技術ソースのモニター
や技術の優先順位の決定などのニーズを満たすような，大学ー産業の協力，
会社の取得，欠如技術の育成という戦略の採用比率が増大する（表18参照）。
一般産業企業においては，基本技術の不確実性がそれ程高いわけではないの
で，ライセンスによる技術移転が十分機能する。そこで一般産業企業におい
ては，ライセンス取得戦略はこのような意味において有効な戦略となる。ま
たそのような産業では，製品コンセプトの革新より製造技術面での改善，エ
程開発などが求められ，製造設備の自社開発が技術力増加の戦略として採用
されるといえよう。
表18 研究開発集約度と技術戦略
二！会社取得誡尉謬ヽヵ素材技術Ii音唇冒各誓塁術1責扁ジ一
，，、イテク 27 33 37 28 34 32 37 
般 30 48 40 32 39 25 40 
成 熟 12 26 35 18 18 25 33 
X2 値 1 14.9***1 n.9***1 4.9* I 7.8*＊| s.2* I 11.2***1 5．が
* P<0.1 ** P<0.05 *** P<0.01 
V.結論
本論文における誤論の目的は3つあった。第1はアメリカ企業の技術計画
活動と技術戦略についての記述的統計を試みることであった。研究開発体制
に関して言えば，総合型，分散型，集中型と言うようにいくつかのタイプ分
けが可能であり， それを軸にした分析の展開が可能であろうと示唆した。
また，海外研究所の設置が増加してきたという事実も示された。従来，アメ
リカ企業をはじめ先進国の企業について海外生産を含む企業のグローバルな
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戦略の展開が指摘されてきたが，研究開発活動や技術開発活動に関しても国
際化の流れがあることを示すものと言えよう。研究開発へのインプットに関
して研究開発費／売上高比率，研究開発人員数，などが調査された。そこか
らは， 国際競争力を失いつつあるアメリカ企業というイメージからは程遠
ぃ，ゆたかな研究体制を瞥見することが出来た。技術計画活動については，
通例議論されるように技術予測から技術計画がスクートするというプロセス
を必ずしも辿るものではなく，事業戦略との関連づけを明確化させるという
ことに焦点をおいた技術計画が一般的であることを見出した。 Fusfeldand 
Spital (1980)は競争業者分析も含んだ幅広い情報に基づく技術計画を構築
しなければならないと強調したが，硯実には競争業者分析は余り重点的に展
開されていなかった。
技術計画組織はアメリカ企業に関して十分整備されているとは思えなかっ
たが，それは意図的なものかも知れない。多様な研究開発プロジェクト，多
様な技術戦略オプションを考えると，技術開発プロセスを過度に組織化する
よりも，自由裁量型研究を許容したりするなど，多少組織をJレースにするほ
うが良いのであろう。技術計画活動の様式についてもこのことと対応するが
ごと<, トップダウン的に技術計画活動を行っていた企業は非常に少数であ
ることがわかった。あまり形式ばらない各部門，各階層の間の相互作用が十
分になされることが，様々な不確実性を処理していくために必要なのだと思
われる。
技術戦略については，バラエティに富む技術戦略オプションが展開されて
いることがわかったが，要は，科学技術と市場面での不確実性にいかに対応
するかが中心的な課題であろう。科学技術の進展に対しては，大学・産業研
究協力，外部委託，外部コンサルクントの利用などの方策が取られてきた。
市場における変化への対応に関しては，顧客ニーズの明確化，顧客からアイ
ディアを得るなどの方策がとられてきたと言える。
技術戦略については，科学技術の進展への対応，市場不確実性への対応を
目的とするもの以外に，当社技術力の蓄積を目的とするものが考えられる。
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製造設備の自社開発，シナジーの実硯と利用，異なる技術の相互交流という
戦略がそれにあたると言ってよいだろう。
本論文の第2の課題は企業規模と技術計画活動および技術戦略との関連を
問うことであった。その結果超大企業は大学ー産業間研究協力を例外なく実
施し，また中央研究所を涌じての技術の育成も心掛けているというように，
自身の豊かな経営資源をイノベーティプなアイディアを生み出すであろう機
関に関与させていることが分かった。またアメリカにおける小規模企業のハ
イテク分野における活躍には目覚ましいものがあることがよく議論される
が，アメリカの超大企業はそのような小企業が持っているような活発さを取
り入れるべく，企業内ベンチャーや共同研究開発などの技術開発活動を行っ
ていたようであった。
第3の課題は研究開発集約度と技術計画活動および技術戦略との関連を問
うことであった。ハイテク産業企業においては技術開発上対処しなければな
らない不確実性の程度が高く，それに対応するためには多様な技術計画活動
の展開が必要なこと，また技術戦略としても，自社が保有する技術資源の有
限性をふまえたときに，多様な技術戦略を展開せざるをえないこと，またこ
のような技術計画活動を遂行し技術戦略を実施するためには技術計画活動が
相互作用的になされなければならないことが示された。
本研究と同様のデザインと内容を持った質問調査票が日本企業についても
実施された (1985年10月発送， 12月1日現在160社より回答）。本論文で論じ
た技術計画活動に対するアメリカ的アプローチの特色は，日本企業のデーク
についての分析を終える段階でより明確なものになるであろう。
本論文執筆段階では日本企業の回答に基づくデータが利用可能ではなかっ
たので，本論文の議論は，次の機会における日米企業の技術計画活動と技術
戦略に関する国際比較の第1ステップをなすものと考えておきたい。
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QIJIS'l'IONNAIRB on TBCBNOLOGY PLANNING 
This questionnaire is designed to determine how u.s. corporations 
establish and carry out technology planning activities, and is being 
sent to Fortune 500 companies. I would be very grateful if you would 
answer the enclosed research questions and give me the benefit of your 
company's experience. Complete confidentiality will be preserved and 
all data sources will remain anonymous. 
An identical. study will be administered to the top 500 Japanese 
companies. I would be happy to share my findings with ・you on both the 
U.S. and Japanese studies. Thanl< you in advance for your help in this 
research project. 
Toshiro Hirota 
MIT Sloan'School of Management 
Room E52-533 
Name of Company, 
Name of Reapo11de11t1 
50 Memorial Drive 
Cambridge,MA 02139 
Tel: 617-253-5219 
Divieion, Sub昌idiai:y,etc: 
Position:-
If you wi■h to receive a copy of the final report, please staple 
your business card to this form・. 
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l, Profile of Your Company's R & D program 
l. Does your company have a central corporate R & D laboratory/research 
unit? 
_ Yes _ No 
If yes, does the central research unit have more than one geographic 
location? 
Yes No 
2. Does your company have laboratories or research units other than a 
central corporate R"& D laboratory?. 
． Yes No 
Bow many divisional research units does your company have? 
3. Bow many divisional laboratories・are organized around・ each of 
the following? Please circle the apropriate numbers. 
three 
none one two or 
more 
A particular technology(ies) ---ぷO 1 2 3+ 
A g_roup of products --------------.--0 1 2 3+ 
Production process technology ------O l 2 3+ 
Material'technology ----------------0 l 2 3+ 
Systems technology------------------O l 2 3+ 
4. How many, if any, of these laboratories(research units) are 
located abroad? 
Please list some of the locations. 
5. What is the total number of scientists and engineers working in 
Research and DevelOp!Jlent? 
6. What is your.current ratio of R & D expenditures to sales? 
?
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2.T1abnolagy Planning Activitiee 
l. To what eztent has your company been involvll!d in the following 
planning_-act;ivities related to technological development? Please rate 
the level of involvement. The scale is O=not involved,l=useful, 
2=critically important activities. 
not use- critically 
involved ful important 
Clarifyt'eingy  the relationshipas l between corporate 
stra and technologica goals ゜ 1 Integrating technology plan with business 
strategy ゜ 1 Settinhg noplo riori"ty in development of corporate 
teen gies ゜ l Linking formalized technolo~i:r t forecas~h in'i f to ゜ 1 the future technology pos ion oft e irm 
Evaluation and choice of external techno-
logi ical acquisition (acquisition of a firm, ゜ l jo nt venture) 
Evaluation and deploybmieli nt of internal 
technological capa 1 ties ゜ 1 Evaluation of competitors'technological 
strength ゜ l 
If your answer was l_or_2_for ~ny of the~e q~est!ons, I assume 
that your company is involved in technology planning in one way or 
another and ask you to complete the questionnaire. If not, please 
skip to page 7. 
2. Formalization 
To what extent is your process of technology planning 
formalized? Please check the appropriate response. 
_ permanent planning group(or individual) 
_ ad・ hoc planning groups 
_ both permanent and ad hoc groups 
3. Does your company have a formal technology plan? 
Yes _ No 
4. What. is the・ time horizon of your technology plan, and how often is 
your technology plan updated? 
Time horizon years 
Update frequency, — times/year or every_ years 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
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3. oこganiaat:iongoz'1'●chnology Planning 
l. Does your company have a speci~ic organizational unit devoted to 
tecb,noiogy planning? Please check. 
Yes _ No (If no, please turn to next page.) 
2. What is this unit called? 
3. Bow many employees work in this unit? 
4. Do they have any specialized education or background? 
Please check each cell which applies and ・give the number of 
employees that fit each category. (Approximate as best you can.) 
Engiein eering, ~conomics, 
Sc nee or Business or 
mathematics Law 
Ph.D. 
Master's degree 
Bachelor.'s degree 
s. Where is the technology planning unit located? 
_ in the corporate headquarters 
_ in the central R ・,D laboratory 
_ in some specific divisional laboratory 
_ elsewhere 
6. What types of outside consultants are regularly involved in 
technology planning? 
—Private consulting firm 
_ Data service compan':I 
_ University 
_ Govermental research institute 
— External advisory council of professors 
and technical professionals 
None 
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4. Hodo● o! T11cbnol09y Planning 
l. Which of the following modes most closely describe the flow of the 
technology planning processes in your firm_? Please check. 
— Top down _ Bottom up _ Interactive 
2. Does the CEO have an engineering/scientific background? 
Yes _No 
3. At what level are the technology plan's basic ideas addressed most? 
_ Top management _ Divisional level _ R & D lab 
By what level is the technology plan most used as decision criteria? 
Top management Divisional level R & D lab 
4. To whom does the person responsible for technology planning 
report? 
Chairman of Board 
_ Senior Corp. VP. 
_ CEO, COO or President 
_ General Manager 
S. Does the person responsible for technology planning activities 
participate in the strategic planning of the following? 
_ Corporation 
Both 
Division 
None 
6. What is the relationship between the strategic management plan and 
the technology plan? Please check the appropriate response. 
_ The strategic manag¥'ment plan provides the framework for 
technology plan 
_ The technology plan is the basis for the strategic management・ 
plan 
_ The relationship goes in both directions 
_ The plans are fairly independent 
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S. Benefits of 
Technology Planning 
1. To what extent is your company benefitting from technology 
planning ia in each of the following areas? Please circle the 
appropr te ratings. 
low high 
Clarification of the relationship benefit benefit 
between strategic and techno- 1 2 3 4 5 
logical goals 
Clarification of technical 
objectives regarding multiple 
technologies 1 2 3 4 5 
Creating and maintaining external 
technological relationships l 2 3 4 5 
Realization of syil nergies from 
existing l capab ity 
(techno ogy transfer) 1 2 3 4 5 
Cross-fertilization of several 
different technologies l 2 3 4 5 
Facilitating technologital resources 
allocation across multiple tech- l 2 3 4 5 
nologies and products 
Clarification and selection of R & D 
efforts in new areas l 2 3 4・ 5 
Consideration of ~nternational 
R & D deployment l 2 3 4 5 
Planning and control of R & D 
projects or progl rams at the l 2 3 4 5 
laboratory leve 
Determination of R & D Budget l 2 3 4 5 
Guidance for engineers and 
researchers in their technical 1 2 3 4 5 
problem solving 
Guidance for engineers and 
researchers in their career 1 2 3 4 5 
decisions. 
2. Please list any other benefits thati your company has noticed. 
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6, R & D Project 
1. Does your company explicitly classify any of your R & D projects 
in the following ways? Please check all appropriate responses: 
- R●●●arch types Basic research/ Applied research/ Development 
_ Vertical integration typez system orienj:ed/ Component oriented/ 
Material oriented 
— Control type: Authorized by management/ 
Discretion by researcher-or research unit 
— Product orientation type: Product-oriented/ Non product-oriented 
— C:orp(?r&ta need■ typ~1 Development of new products/ Improving of 
existing products/ Development of new process/ 
Regulation-related/ Embryonic research 
_ Recipient types Directly devoted to divisional management/ 
Directly aevoted to whole firm/ Indirectly to whoie firm. 
_ Timescale type: Short range/ Medium range/ Long range 
— Uncertainty type: Highly predictable/ Reasonable uncertainty/ 
Very speculative 
_ Other type: 
2. With regard. to ・discretionary research (Researcher initiated 
activities, Unspecified free research activities), which of the following 
apply to this type of research in your company? Please check. 
_Wedo not support this type of research. 
_Wedo not formally acknowledge this type of research, but 
know that it is going on. 
_ We do allow some of this type of resea・rch activity. 
_ We have a formal system which_encourages research of this sort. 
3. What are the key issues involved in managing various R & D projects in 
your company. Please state them freely. 
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7.'1'acbnology Strategy 
(Acquiring and enhancing technological capability) 
l. Please check all options that your company used during the past 
five years (1980s) in technology development and technology acquisition. 
_ External contracted research 
— External acquisitions of firms for primarily 
technology-acquisition・purposes 
_ Licensing another firm's technology 
_ Joint ventures to develop technology 
_ Consortium membership 
_ University-industry research agreement 
_ Joint R & D program participation 
— Equity participation in another firm to acquire or monitor 
technology 
_ Outside ・consultants working with internal R & D activities 
_ Other approaches、
2. Please check all options _that your company has pursued during the 
past five years (1980s) in enhancing your company•s-technologicai 
capability. 
_ Developing technologies through a central corporate R & D laboratory 
_ Developing technologies using internal venturing,. entrepreneurial 
subsidiaries, independent business units, etc 
_ Nurturing material technology in anticipation of useful 
I applications 
_ In-house development of production equipment 
_ Identification of missing internal technologies from the 
perspective of promising products and trying to nurture the 
specific technology ・ 
_ Realization and utilization of synergies from existing 
capabilities 
_ Cross-fertilization of several technologies 
_ Learning from the leading user abou.t innovative ideas 
_ Identifying customer needs and trying to apply technology to meet 
the needs 
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回答企業リスト（産業別）
【航空宇宙］ （7社）
Avco 
Boeing 
Lockheed 
Martin Marietta 
Northrop 
Rockwell International 
Rohr Industries 
［アパレル］
Cluett Peabody 
Hartmax 
VF 
(3社）
【飲料］ （1社）
Seagram (Joseph E.) & Sons 
［化学］ （2碓）
Air Products & Chemicals 
Allied 
American Hoechst 
BASF Wyandotte 
BOC 
Cabot 
Celanese 
Dexter 
Dow Chemical 
Du Pont (E. I.) de Nemours 
Fuller (H. B.) 
Ferro 
Grace (W.R.) 
Koppers 
Liquid Air 
Monsanto 
Nalco Chemical 
Pennwalt 
Rohm & Haas 
Sherwin-Williams 
Stauffer Chemical 
Sun Chemical 
［電気機器】 (1砥）
Advanced Micro Devices 
Allegheny International 
General Electric 
Hoover 
Intel 
Johnson Controls 
M/A-Com 
Medtronic 
Motorola 
North American Philips 
Raychem 
Raytheon 
Texas Instruments 
Tracor 
Westinghouse Electric 
Whirlpool 
［食品］ （13社）
Campbell Soup 
Central Soya 
General Foods 
General Mills 
Gerber Products 
Lipton (Thomas J.) 
McCormick 
Monfort of Colorado 
Pillsbury 
Quaker Oats 
Staley(A. E.)Manufacturing 
Wilson Foods 
Wisconsin Dairies Cooperative 
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【ガラス・土石】 (7社）
Certain Teed 
Corning Glass Works 
Guardian Industries 
Manville 
National Gypsum 
Owens-Corning Fiberglas 
PPG Industries 
［産業機械】 (13社）
Baker International 
Black & Decker Manufacturing 
Briggs & Stratton 
Cincinnati Milacron 
Colt Industries 
Com,bustion Engineering 
Deere 
Emhart 
Fuqua Industries 
Harris Graphics 
Ingersoll-Rand 
Outboard Marine 
Rexnord 
【光学・測定機器】
Bard (C.R.) 
Becton Dickinson 
Bell & Howell 
(5社）
Minnesota Mining & Mfg. 
Xerox 
［金属加工】 (9社）
Aluminum Co. of America 
Armco 
Bethlehem Steel 
Inland Steel 
Interlake 
Kaiser Aluminum & Chemical 
Newmont Mining 
Raynolds Metals 
Worthington Industries 
【金属製品］ (6社）
American Can 
Butler,Manufacturing 
CBI Industries 
Gillette 
Parker Hannifin 
Wyman-Gordon 
［鉱業・原油】 (4社）
AMAX 
Freeport-McMoRan 
NERCO 
Standard Oil (Ohio) 
【自動車・自動車部品］ （6社）
Borg-Warner 
Chrysler 
Echlin 
Ex-Cell-O 
Sheller-Globe 
TRW 
【楽器・スポーツ用具】 (1社）
Hillenbrand Industries 
［事務機器（コンピュータを含む）】
(8社）
Amdahl 
Computervision 
Control Data 
Digital Equipment 
Hewlett-Packard 
Honeywell 
Nashua 
Sperry 
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Bemis 
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(8社）
Consolidated Papers 
Great Northern Nekoosa 
Hammermill Paper 
Jefferson Smurfit 
James River Corp. of Virginia 
Pentair 
Stone Container 
［石油精製】 (6社）
Kerr-McGee 
National Cooperative 
Refinery Association 
Shell Oil 
Standard Oil (Indiana) 
Tenneco 
U.S. Steel 
【医薬品］ （8社）
Bristol-Myers 
Lilly (Eli) 
Pfizer 
Robins (A. H.) 
Schering-Plough 
Searle (G.D.) 
Upjohn 
Warner-Lambert 
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【出版•印刷］ (3社）
American Greetings 
Times Mirror 
Tribune 
【ゴム］ (4社）
Armstrong Rubber 
Dorsey 
Rubbermaid 
Uniroyal 
【船舶・鉄道・輸送機】 (2社）
Mack Trucks 
Ogden 
【洗剤】 (1社）
Clorox 
［繊維】 (1社）
Lowenstein (M.) 
【タバコ】 (1社）
Philip Morris 
